パート・臨時労組連絡会　第　８　回　総　会

	貧困と格差を克服し
ディーセント・ワークを実現しよう

2008年度運動提起（案）


２００8年１０月４日（土）：中央大学駿河台記念館
はじめに

　全労連は第２３回定期大会（７/２３～２５）で「非正規雇用労働者全国センター」を正式発足させました。同センターは多様化する非正規雇用労働を広い視野でその実態を把握し、政策を提起し、運動を推進させていくための強力な支援組織として発足しました。

　パート・臨時労組連絡会は非正規労働者の運動の先進として、同センターの発展に寄与していきましょう。

　この１年で、非正規労働者をめぐる状況は大きく変化しました。それは、一層の新自由主義的競争資本主義を推進しようとする政府・財界と、新自由主義がもたらした「貧困と格差」からの脱出をめざそうとする労働者、国民とのせめぎあいが始まったということです。２０００年から２００７年の小泉構造改革路線、それを引き継ぎ、参議院における与野党逆転国会で政権維持ができず、自ら政権を放棄した安倍と福田内閣。この２年の間に、自民党政治の行き詰まりと国民との矛盾が激しく噴出しました。
年内総選挙必至という今こそ、貧困と格差をもたらしてきた競争至上主義の新自由主義路線から、すべての国民が安心して働き、生きていくことのできる社会への転換を非正規労働者自身の運動をさらに大きく広げ、取り組もうではありませんか。
　　

	パート・臨時、派遣労働者をとりまく情勢


１．「構造改革」のひずみと矛盾がますます深まる
　　財界の21世紀戦略・雇用の流動化政策によって非正規労働者が増大させられ、貧困と格差が拡大、働く貧困層「ワーキング・プア」や、ネットカフェ難民、日雇い派遣などが社会問題となっています。いまや非正規雇用で働く労働者は全労働者の三分の一をしめ、とくに女性、青年層では５割を超えています。　　

　　また、２００３年の労働者派遣の製造業解禁を契機に、名だたる大企業での偽装請負がつぎつぎと摘発され、その劣悪な労働条件や違法な働かせ方が明るみに出ました。

　　このような労働の劣悪化は、大企業が世界の競争に勝ち抜くとして、徹底的に人件費コストを削減し、雇用のジャスト・イン・タイム化を進めてきた結果もたらされました。

　　このような貧困と格差を拡大させてきた政治への国民の怒りは大きく、２００７年７月に行われた参議院議員選挙では自民・公明の与党が歴史的大敗で、与野党逆転という厳しい審判が下りました。この結果は構造改革路線によってもたらされた社会のひずみへの国民の怒りが反映したものであり、以後の国政運営では国民の声を無視できないことを自・公政権に知らしめることになりました。その後、安倍首相は参議院選挙直後に政権を放棄し、後継の福田首相もわずか１年で、政権を放棄するというかってない政治の混迷が続いています。

　　この１年、小泉構造改革路線が生み出した社会矛盾が激しく噴き出しました、労働法制では一層の規制緩和を求めるアメリカ、財界の策動を阻止しようとする労働者の運動の高揚が最低賃金法、パートタイム労働法の改正、労働契約法の制定などに反映しました。これらの法改正や制定は不十分な面を持ちながらも、運動を反映した前進面もあり、私たちの運動の成果と評価する必要があります。しかし、前途には課題が多く、運動の継続と強化が必要です。また、派遣労働者の劣悪な労働実態が社会問題化し、労働者派遣法の抜本改正を求める運動が大きく広がり、特に日雇い派遣については与党も含め、大きく禁止の方向に動き始めています。しかし、財界の逆風も強く、改正を骨抜きにしようとする動きが顕著になってきています。あらためて世論の喚起と運動の拡大が求められています。
　　目前に迫っている総選挙は、貧困と格差にあえぐ国民と、あくまでも新自由主義・構造改革路線を堅持しようとする勢力とのたたかいであり、憲法が生かされる安心・安全、人間らしい労働と生活を求める国民と、アメリカ追随、大企業の利益優先の勢力との激しいせめぎあいのたたかいとなります。まさにこの国の未来がかかった歴史的な総選挙となります。
２．正規も非正規も強いられる劣悪な労働

２００７年通常国会では「改正」パートタイム労働法が成立し、２００８年４月から施行されました。パート法が制定されて以来はじめての法律本体の改定が行われましたが、パートタイマーの差別的取扱い禁止対象者を、正規と職務が同一で、正規並みの転勤や配転なども可能で、期限の定めのない雇用契約（繰り返し更新を含む）の者に限定したため、対象者がほとんど存在しないという、パート労働者全体の均等待遇実現には程遠い、実効性のないものとなってしまいました。しかし、パート法の改正は、パート労働者の運動の反映でもあり、法の不十分さを克服するためにも、しっかり、改正パート法を活用することが大事です。
最低賃金法改正法は、格差拡大への社会的批判が広がる下で、「生活保護との整合性を考慮する」旨の条項が盛り込まれるなど、私たちの運動による成果で２００８年７月から改正法が施行されました。しかし、２００８年度の目安は７円～１５円で、生活保護との整合性において法の趣旨が生かされているとは考えられない低金額の目安となり、また地域間格差をより広げることとなりました。
秋に召集予定の臨時国会では、労働者派遣法の改正が焦点の一つとなっていました。財界の要求は派遣禁止業務（港湾・建設・警備・医療）の全面解禁、事前面接の解禁、派遣期間満了後の雇用契約申し入れ義務の撤廃など、派遣の全面自由化とも言えるものです。しかし、この１年にわたる労働者派遣法抜本改正の運動と流れは、政府・財界を譲歩させ、「日雇い派遣の原則禁止」の打ち出しなど、規制緩和の流れを一定修正せざるを得ないところまで追い込みました。
現在、厚生労働省に設置された「労働力需給制度部会」において、厚労省案のとりまとめが行われようとしています。しかし、その内容は「日雇い派遣禁止」や、派遣労働者の雇用安定（常用派遣化）などにおいての実効性が疑問視される内容で、抜本改正には程遠いものとなっています。引き続き、運動を強化し、政府案と対峙する野党共同での抜本改正法案の提出をめざすことが重要な局面となっています。

　

	この1年の運動の経過と総括


（１）改正パート法を生かす運動・非正規労働者の労働条件改善・正規化の前進
　　改正パート法で「差別的取り扱い禁止」が明記されたことは、一歩前進といえますが、逆に人材活用の仕組みを理由にパート差別を合法化する危険をもっています。また、現在の正規労働者を短時間労働者化し、この「差別的取り扱い禁止」対象部分に落とし込んでいくことも懸念されます。

　　しかし、国際的にも遅れている日本のパート労働者の処遇改善に政府も乗り出さざるを得なくなっていることは確かで、この「改正」パート法をあしがかりに、現場での均等待遇実現運動をいっそう促進させることが重要です。

　　連絡会は学習テキストを作成し、学習会の推進、職場のチェック活動などの取り組みを推進してきました。
また、ＩＬＯが本年３月に出した「条約勧告適用専門家委員報告」では、２００７年５月に

改正された「改正パートタイム労働法」の実際の適用状況について、日本政府に情報提供を

求めているところから、「ILOにカウンターリポートを出す」運動を取り組んでいます。１０月には、生協労連、自治労連がそれぞれ、非正規労働者の実態報告でILOを訪問する予定です。

０８春闘では改正パート法を武器に、職場での諸条件改善闘争が積極的に取り組まれ、非正規労働者の正規化などが前進しました。（春闘共闘情報参照）

　　２・１３「なくせ貧困」国民共同行動では農民や商工業者などとともに省庁要請行動や集会、銀座パレード、日本経団連要請行動などが取り組まれました。パート連絡会は全国から８００名の参加で、行動の先頭に立って奮闘しました。
（２）最低賃金闘争

　「貧困と格差」「ワーキング・プア」が社会問題となり、最低賃金闘争は大きく前進をしました。全労連が掲げてきた「生活保護を下回る最低賃金の改善」や「時間給１０００円」要求が社会的に支持を得、国会議論、最低賃金審議会議論にも影響を与えました。

　０８年の最低賃金は改正最低賃金法のもとでの初めての目安が出されるということで期待されましたが、結果は７円～１５円の中賃目安となり、ワーキング・プア解消には程遠い結果となりました。１０月までには地方最賃も確定しましたが、結果は最高値（東京・神奈川）で766円、最低値（宮崎・鹿児島・沖縄）で627円となり、地域間格差が過去最高の139円に広がりました。

　また、新しい最低賃金法に盛り込まれた「生活保護との整合性」については新最賃制定に生かされたとはいえない結果となりました。毎日新聞の社説では「比較する生活保護水準をまるでトリックのように低い数字ばかり使うのであれば、引き上げるべき最低賃金も不当に抑え込まれてしまう。最低限度の生活を保障するという改正法の趣旨がゆがめられかねない。生活保護との整合性はまだ不十分と言わざるを得ない」（9/14）と指摘しています。今後、生活保護査定のデータや手法を公表させて、まともな審議を求める運動を強化することが重要です。
　パート連絡会の仲間は各地方での宣伝、要請、ハンガーストライキなどの取り組みの先頭に立ち、奮闘しました。また、東京・神奈川・千葉・埼玉など関東ブロックではパート連絡会のなかまも協力し、「「最低生計費調査」に取組み、最賃引上げ運動の理論的バックアップに貢献しました。大阪でも必要生計費の算出に関して、価格調査をパートが行いました。
（３）パート連絡会結成と地方での運動推進、パート全国交流集会の開催
　本年度は新たなパート・連絡会の結成はありませんでした。
　現在、２０地方で連絡会が結成され、３地方で準備会が立ち上がっています。

　連絡会結成がすすまない原因は、未結成地方には中心になる組織がない、あってもパート連絡会の運動を支えるほどの力量がない、非正規労働者を組織している地方単産、単組が少ない、県労連が立ち上げの中心にすわっていない、などの原因が考えられます。
　画一的に連絡会を形だけ立ち上げても地域における非正規労働運動がはかれないことは明らかです。組織拡大、要求闘争と結合させてはじめて、連絡会結成の方向が見えてきます。

　すでに結成している地方もあらためて、非正規労働者の組織拡大と要求闘争が結合されているか、活動の点検、問題点を見直しながら、連絡会の強化を図る必要があります。
　第１６回パート・臨時・派遣などではたらくなかまの全国交流集会は５月２４日～２５日、仙台市で開催、３８都道府県労連、２３単産、４政党・団体、９人の個人参加を含めて２日間で５４０人となり過去最高の参加者で、共鳴と共感を呼ぶ２日間となりました。

　詳細は月刊「全労連」１０月号参照
（４）中野保育園、国立病院など非正規労働者の雇用を守るたたかい

東京都中野区による非常勤保育士全員解雇事件が和解勝利し、原告4名が職場復帰を勝ち取りました。中野区は2004年3月、区立保育園の指定管理者制度への移行にあたって中野保育園の非常勤保育士28名を全員解雇。保育士たちは自治労連都区一般労組に結集し、雇い止め撤回を求めて立ちあがり2006年6月8日、東京地裁一審判決（2006年6月8日言渡し）では、保育士ら原告側に対する中野区側の損害賠償責任を認めたが、地位確認は認めませんでした。その後、2007年11月の東京高裁判決では、長年勤務してきた非常勤職員の雇用継続に対する期待権侵害の重大さを認め、賃金１年分相当の損害賠償命令を下し、そして、地裁判決と同様に地位確認こそ認めなかったものの、中野区が行なった雇い止めは実質的に解雇権濫用が類推適用されるまでの違法性があることを認める判断を下しました。この東京高裁判決が決め手となって、中野区は上告を断念し、全員職場復帰の実現、損害賠償金の確保、区長の謝罪協定書を勝ち取る画期的な勝利となりました。

公務の「任用の壁」に風穴をあけたともいえる勝利で、今後の公務・自治体非正規労働者の闘いに大きな力となります。

また、2004年4月全国154の国立病院の独立行政法人への移行に伴って、3000人の賃金職員が雇止めを強行され、国立病院機構で雇用継続するには6時間パートしかなく、そのため賃金は大幅削減、勤務時間等労働条件が従来より著しく切り下げられました。この不法・不当な「不利益」「雇止め」を是正させるため2004年7月全医労組合員28人が提訴しましたが、2006年2月東京地裁は「任用行為」は私法上の解雇権濫用法理は適用されないとし、被告の雇止めを正当化するという不当判決を下しました。現在、東京高裁で闘われていますが、10年、20年と契約更新を繰り返し、職場になくてはならない存在だった賃金職員を使い捨てる国の政策を厳しく批判し、中野保育園に続く勝利を勝ち取るよう、支援を強化しましょう。
	2008年度の運動課題と取り組みの方針


　

１．政治を変えて、平和で人間らしい労働が実現される社会をつくりましょう・

　　来る総選挙は「貧困とワーキング・プアをなくし、人間らしい労働と生活を実現する選挙」と位置づけ、職場と地域から選挙を取り組みましょう。
　（１）私たちは総選挙で次の要求を実現できる候補者の当選をめざします。
　　　　①　最低賃金「時間給１０００円」の実現、全国一律最低賃金制度の創設をすること。

　　　　②　労働者派遣法を１９９９年改正以前の状態に戻すこと。

　　　　③　「均等待遇」を実現するため、ILO１７５号条約を批准し、パートタイム労働法を抜本改正すること。

　　　　④　雇用は「期間の定めのない雇用契約」を原則とし、有期労働契約は臨時的・一時的・例外的なものとして法律で厳しく制限すること。

　　　　⑤　労働時間を短縮し、正規雇用労働者を増やすこと。

　　　　⑥　公務・自治体非正規労働者にもパートタイム労働法を適用すること。

　　　　　各県のパート連絡会では、以上の要求項目で各選挙区候補者アンケートを実施し、結果を公
表します。（ひな型別紙参照）
　　　

　　（２）候補者アンケートや、政党マニフェストなどを使い、全労連、単産や地方労連の要求と対比

させ、職場での選挙学習会などを開催し、「非正規労働者が政治を変える」風を職場・地域から吹

かせましょう。

　（３）日本を戦争をする国にしないため、改憲発議、国民投票実施をさせない世論作りを職場・地域から広げていきましょう。　憲法署名をまわりのパート・臨時労働者にもよびかけ取り組みましょう。
　（４）　課税限度額の引き上げ(生計費非課税)や消費税増税反対、大企業、金持ち優遇税制反対。
雇用保険の非正規労働者の適用拡大を求めます。
２．「均等待遇」、ディーセント・ワーク実現を求める運動を前進させましょう。
（１）「改正」パート法が職場で守られているか「均等待遇」チェック運動を行い、法律や指針の実施状況を点検しましょう。「努力義務」事項であっても、春闘などで改善要求を提出し、職場での均等待遇を前進させましょう。
法律違反が是正されなければ、都道府県労働局に是正を申告するなど積極的にパート法が生かさせるような取り組みを行ないましょう。　

（２）　パートタイム労働法の２年後見直しに向けて、「改正」パート法の効果を検証する「職場チ

ェック運動」の結果をもって08年秋、厚生労働省要請行動・交渉に取り組みましょう。

（３）１２月６日（土）に非正規センターが行う「均等待遇実現・パートタイム労働法を生かすシンポジュウム」の成功に奮闘しましょう。職場でのパート法の実施状況の検証や、ILOカウンターリポートの集約を行い、シンポジュウムに反映させましょう。
（４）人事院の公務非常勤の勧告を生かす運動を取り組みましょう。自治体への要請行動などを通じて、勧告を委託労働者にも広げましょう。

（５）　ＩＬＯ175号条約（パートタイム労働法）１１１号条約（雇用の平等条約）の批准など国際基準の実現、パート法を職場で実施させ、法律違反を厳しく取り締まるための都道府県労働局の体制強化を政府に求めましょう。　

３．最低賃金闘争にパート・臨時労働者の力を集中しましょう。
（１）　「均等待遇」「最低賃金」「公契約」の三つの運動課題を結合させ、職場の要求闘争から社会運動へと発展させましょう。
　　①　「時間給１０００円以上」の実現に向けて、すべての職場で企業内最賃１０００円以上を実現しましょう。あわせて社会的運動を重視し、定期的な宣伝行動などで「時間給１０００円」キャンペーンを広げましょう。

　　②　改正最低賃金法に盛り込まれた「生活保護との整合性」「憲法２５条」を地域最賃に生かさせるため、生活保護との逆転、低すぎる最賃を告発し、「違法な最賃を許さない」運動を広げましょう。　

　　③　生活保護、年金などの社会保障と最低賃金、下請け単価や農産物の価格などと最賃の関係を学び、全国一律最低賃金制定への運動の機運を作り上げよう。

　　④　中央最低賃金審議会委員、地方最低賃金審議会委員の不公正な選任をやめさせ、全労連からの委員選任を獲得する運動を広げましょう。

（２）公契約運動の強化をはかり、公務・自治体関連ではたらく非正規労働者の労働条件の改善を実現しましょう。
　　①　自治体非正規労働者の賃金・労働実態調査やキャラバンに積極的に参加し、「公契約における公正な賃金・労働条件確保」を求める運動を県労連とともに取り組みましょう。

　　②　全労連や地方労連が取組、学習会、シンポジュウム、集会などに積極的に参加しましょう。

４． 有期労働契約を制限させ、労働者派遣法の抜本改正など「働くルールの確立」をはかる運動を推進します。
（１）　「雇用は原則、期間の定めのない雇用に」「有期労働契約は限定的なもののみ」という有期労働契約の規制をする法整備を求めるキャンペーン運動を広げましょう。

（２）　均等待遇実現運動と結合させた職場討議、学習運動を広げましょう。

（３）　有期労働契約が不安定な雇用と劣悪な労働条件の温床となっている実態告発リポート運動をすすめます。実態を結集し、０９春闘時に厚生労働省交渉に取り組みます。

（４）　職場での有期労働契約を「期間の定めのない雇用契約」に転換させる要求運動をすすめよう。

（５）　派遣法違反がまかり通っている現状や、派遣が不安定で劣悪な雇用を増大させている現実を厳しく告発し、規制緩和より、規制強化を求める運動を広げ、改悪法案を国会に上程させない運動を取り組みましょう。

（６）　全労連が取り組む「働くルール第３次署名」を学習運動と結合させ、１５万筆達成をめざします。

５．09春闘は、非正規労働者が決起する春闘にしましょう。
（１）　すべての非正規労働者の共同で「貧困と格差解消」を要求に掲げ、中央行動を０９春闘時に取り組みましょう。　　

（２）　春闘で要求を提出し、時給１０００円以上、企業内最低賃金協定、賃金・労働条件での均等待遇を実現しましょう。

（３）　職場で組合にはいっていないすべての非正規労働者も含めた賃金引上げ、労働条件改善を取り組みましょう。

６．要求実現の力をつける～仲間を増やそう、パート連絡会をつくりましょう。
（１）定期宣伝行動、学習会、交流集会、労働相談会など地方労連とも協力し合い、職場・地域で目に見える行動を行ないましょう。

（３）各地にパート・臨時労組連絡会をつくりましょう。

準備会結成の地方は５月パート集会までの正式結成をめざしましよう。次回総会までに九州、四国を含む３０地方での連絡会(準備会)結成をはかりましょう。

各地方パート連絡会の運動強化・組織拡大を図るため、実態調査と地方労連を含めた対策会議の開催をすすめましょう。

７．非正規雇用労働者全国センターの取り組みに積極的に参加し、その運動の先頭に立とう。

　（１）非正規センターが９月から取り組んでいる「青年の労働と健康実態調査」の取り組みを積極的に進めましょう。一人がひとりの職場の組合未加入の青年や身近な青年に声をかけ、実態調査の協力を要請し、対話運動をすすめましょう。
　（２）非正規センターが取り組む集会・シンポジュウムなどの成功に積極的にかかわり、奮闘しよう。
８．全医労賃金職員裁判など非正規雇用労働者の権利と雇用を守るたたかいの支援を強化しよう。

以上
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